



































法学部 経済学部 文学部 理学部 その他（※） 全体
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
４
年
4（3.9） 1（1.0） 56（54.3） 35（34.0） 7（6.8） 103（100.0）



















































































































































































































































































４－３　「教職者のタイプ」イメージに関する質問（図表18-i, -j, -k, -l.）
　「教職者のタイプ」イメージに関する質問は、（i）関わりのある世界が限られていて視
野が狭い：「視野狭い」/（j）上からの権威に弱い：「権威に弱い」/（k）考えや行動が保
守的である：「保守的」/（l）全体としてのイメージがやぼったい：「やぼったい」、の４
個が設定されている。これらの質問文はいずれもネガティブ・イメージで表現されており、
前述した「h：公私の区別」と同様、反転してデータを読み取る必要がある。
　この４個の質問の中で他の３個の質問とやや異なった結果を表わしているのが「i：視
野狭い」である。2015年度調査（３年次）時点の「否定的イメージ（「視野が狭い」と「思
う」）」が男女ともにやや多く、かつ実習後の「否定的イメージ」の変化が男子学生はやや
減少するものの女子学生は逆にやや増加し、男子学生の数値を超えていることが認められ
る。多忙化する教職生活の中で仕事に追われる毎日の現職教員たちとじかに接し、そのよ
うなイメージが膨らんでいったのではないかと思われる。それとは逆の結果を表わしてい
るのが「l：やぼったい」である。2015年度調査（３年次）時点の「否定的イメージ（「やぼっ
たい」と「思う」）」は男女ともに少なく、かつ実習後も男女ともにさらに減少しているこ
とが認められる。実習期間中、多忙な毎日を強いられながらもそれぞれ個性や特徴を持っ
た一人一人の現職教員と接する中で、一般的なイメージで教員全員を覆い尽くすことは必
ずしも当てはまらないと感じたのでないだろうか。「j：権威に弱い」と「k：保守的」は、
「否定的イメージ（「権威に弱い」「考えが保守的」と「思う」）」が半数前後、男女別では
女子学生より男子学生にその傾向はやや強い。専門職としての自律性が求められ、戦後は
教職員組合運動も取り組まれてきた教職も、現在の学生たち（若い世代）にとっては、必
ずしもこれまでのようには映っていない。しかしながら、両質問の結果とも、男女とも実
習後には、わずかながらもそのような「否定的イメージ」は弱まっていることも認められ
る。
図表15-i：教職イメージ（９）関わりのある世界が限られていて視野が狭い
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
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図表15-j：教職イメージ（10）上からの権威に弱い
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
図表15-k：教職イメージ（11）考え方が保守的である
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
図表15-l：教職イメージ（12）全体としてのイメージがやぼったい
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
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４－４　「教職の社会的在り方・制度」
　残りの（ｍ）児童生徒の問題についての責任が重すぎる：「責任過重」/（n）採用にあたっ
ての合否の基準が不明確である：「採用基準不明確」という２つの質問は「教職の社会的
あり方・制度」に関わるものであるといえよう。なお、質問文としては、この２つもネガ
ティブ・イメージで、それぞれ表現されている。
　「ｍ：責任過重」が「否定的態度（「責任過剰」と「思う」）」の多さが特徴的であるのに
対して、「n：採用基準不明確」は「どちらともいえない」という「判断保留」が多いの
が特徴となっている。しかし、両質問ともに、また男女ともに、実習後その傾向はやや弱
まり、前者は「責任過剰」だと「思う」割合が減少し（特に女子学生）、後者は「採用基
準不明確」だと「思う」及び「どちらともいえない」割合がやや減少し、「そう思わない」
割合がやや増加している。後者に関しては、調査対象たちの教員採用選考試験受験後の回
答であるがゆえに、受験後の実感としてイメージがわずかではあるが修正されたことをう
かがわせる。
図表15-m：教職イメージ（13）児童生徒の問題について責任が重すぎる
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
図表15-n：教職イメージ（14）採用にあたっての合否の基準が不明確である
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
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５．教職観
　ここで考察する教職観に関する６個の質問は、質問文及び回答形式もすべて2015年度調
査と同一である。以下の図表16-a～fでは両時点（教育実習の前と後：2015男／女、2016
男／女）の結果が比較できるように表わされている。
　
５－１　「教職の専門職者的側面」を象徴する質問（図表16-a, -b）
　「教職の専門職者的側面」を象徴する２つの問いとして、（a）教師は、学問研究への深
い造詣が必要である：略称「学問造詣」/（b）教師は、教材・教科書・教授法を決定す
る権限が与えられなければならない：「教育権限」を設定した。両者の結果は、「a：学問
造詣」も「b：教育権限」も共に「肯定的態度（「非常にそう思う」＋「どちらかといえ
ばそう思う」：以下同様）」が過半数に達しており、しかも実習後その傾向はわずかではあ
るが増加している。とりわけ「a：学問創造」については「肯定的態度」が男女ともに９
割を超え、「b：教育権限」についても、「a：学問創造」ほどではないが、「肯定的態度」
は６割程度に達している。
　
図表16-a：教職観（１）教師は、学問研究への深い造詣が必要である
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
図表16-b：教職観（２）教師は、教材・教科書・教授方法を決定する権限が与えられな
くてはならない
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
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５－２　「教職の聖職者的側面」を象徴するに質問（図表16-c, -d）
　「教職の聖職者的側面」を象徴する２つの問いとして、（c）教師は、経済的に多少恵ま
れなくても、清貧に甘んじなくてはならない：「清貧」/（d）教師は、次代を担う青少年
を育成しているという強い使命感を持たなくてはならない：「使命感」を設定した。しかし、
両者の結果は大きく異なっている。すなわち、「c：清貧」についての「肯定的態度」は両
調査時点及び男女ともに低く、さらに実習後は「肯定的態度」及び「どちらともいえない：
判断保留」が男女ともに減少している。それに対して、「d：使命感」については「肯定
的態度」が男女ともに８割を超え、その傾向は、男子学生よりは女子学生のほうが、また
実習前より実習後のほうが、それぞれ高く／増えている結果となっている。
図表16-c：教職観（３）教師は経済的に恵まれなくても清貧に甘んじなくてはいけない
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
図表16-d：教職観（４）教師は次代を担う青少年を育成しているという強い使命感を持
たなくてはいけない
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
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５－３　「教職の労働者的側面」を象徴する質問（図表16-e, -f）
　「教職の労働者的側面」を象徴する２つの問いとして、（e）教師は、自分たちの仕事を
より充実したものとするため職場の労働条件や賃金について団結して改善をしていかなく
てはならない：「労働条件」/（f）教師は、子どもの未来のために日本の政治や平和の問
題についても積極的に発言していかなくてはならない：「政治・平和」を設定した。しかし、
この両者の結果も特徴を異にしている。「e：労働条件」については、「肯定的態度」が、
男女とも６割を超えており、実習前よりも実習後のほうが若干であるが増加している。そ
れに対して「f：政治・平和」についての「肯定的態度」は、男女ともに４割前後にとどまっ
ており、実習前よりも実習後のほうが減少し、「どちらともいえない：判断保留」が大き
くなっていることが認められる。特に女子学生における「判断保留」の多いことが注目さ
れる。
図表16-e：教職観（５）教師は自分たちの仕事をより充実したものとするため、職場の労
働条件や賃金について団結して改善していかなくてはならない
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
図表16-f：教職観（６）教師は子どもの将来のために日本の政治や平和の問題についても
積極的に発言していかなくてはならない
　　　　（回答者数：2016女＝56人、2015女＝65人、2016男＝47人、2015男＝61人） （％）
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６．教職の魅力と必要とされる資質能力
　大学における教職課程履修全体をほぼ終わった段階において、学生たちは、あらためて
「職業としての教職の魅力」をどこに感じ、「教師として必要な資質能力」としてどのよう
なものが必要と感じ、さらにはその資質能力の獲得のために「大学時代に必要な学習や体
験」として何を考えるに至ったのだろうか。
６－１　「教職の魅力」
　「職業としての教職の魅力」として一般に語られることの多い事柄10項目に「その他」
を加え計11個の選択肢を設定し、最も魅力と感じる事柄一つだけを選択してもらった。図
表17がその結果を男女別に表わしているが、「子どもの成長に関われるから」に指摘が集
中し、男女ともに75％ほどという高い支持を得ている。それに対して、その他の事柄の指
摘率はさほど大きくはなく、支持が分散している。各項目間の支持率に大きな差はないが、
「失業の恐れがなく収入が安定している」「親の期待に応えられる」「自分の裁量に任され
る部分が多い」「地元で仕事ができる」「勤務条件など家庭生活と良質できる」といった実
利的な面よりは、「子どもの成長に関われる」「専門的能力や技術を生かせる」「日本の教
育をよくすることに貢献できる」「社会や人の役に立てる」といった社会的意義や自己の
生きがいなどの面に、教職の魅力を、あるいはやりがいを感じていることがうかがわれる。
６－２　「教師として必要な資質能力」
　「教師として必要な資質能力」に関しては、大学における一連の教職関連科目・授業に
おいて社会的要請や本来あるべき姿を学び、教育実習においては体験的に感じてきたに違
いない。これも「教師として必要な資質能力」として一般に語られることの多い事柄９項
目に「その他」を加え計10個の選択肢を設定し、重要度の順位をつけて２つ選択してもらっ
た。図表18-a（第１位）及び図表18-b（第２位）が、それぞれの結果を男女別に表わし
ている。
図表17：職業としての教職の魅力（表記10項目と「その他」の計11項目から２つまで選択
可）　　（回答者数：男＝47人、女＝56人） （％）
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図表18-a：教師として必要なもの（表記９項目と「その他」の計10項目から順位をつけ２
つ選択）　　　　第１位に指摘された項目
（回答者数：男＝47人、女＝56人）　　　　　　（％）
図表18-b：教師として必要なもの（表記９項目と「その他」の計10項目から順位をつけ
２つ選択）　　　　第２位に指摘された項目
（回答者数：男＝47人、女＝56人）　　　　　　（％）
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　第１位として「生徒を捉える目や理解する力を持っていること」が男女ともに３割前後
から支持されている。それに続いて支持が相対的に多かったのが「教える教科の内容につ
いての専門的知識を持っていること」「生徒の成長を導く人格的資質を持っていること」
の２つの事柄であるが、とりわけ女子学生からの支持が多い。逆に男子学生から支持が高
いのは「生徒を差別せず平等に接すること」「教育活動に情熱を持って取り組むこと」で
ある。第２位として支持された事柄は、第１位とほぼ同様であるが、「生徒を捉える目や
理解する力を持っていること」「教える教科の内容についての専門的知識を持っているこ
と」「生徒の成長を導く人格的資質を持っていること」などであった。
　６－３　「大学時代に必要な学習や経験」
　第１位として支持の多かった項目は「教育実習」と「教科内容の専門的知識」である。
男性よりも女性からの支持が高い。また男性からは「教師としての構え・考え方」や「大
学以外での幅広い人生体験」などの支持があり、女性を上回っている。第２位として指摘
された中で支持率が高まっているのが、「教科内容の専門的知識」に加えて、「幅広い一般
教養」や「大学以外での幅広い人生体験」であり、女性からの支持が男性を上回っている。
第３位として支持されたものは、他に比べ特に支持が集中したといえるものはないが、「教
科内容の専門的知識」に加えて、「幅広い一般教養」や「大学以外での幅広い人生体験」
が比較的高くなっている。全体として、「実技に関する教師自身の力」や「指導案の書き方」
など具体的実務的なものよりも、「教育実習」や「教科内容の専門的知識」など大学にお
ける養成教育の中心的なものとともに、「幅広い一般教養」や「大学以外での幅広い人生
体験」などといった教職生活の基盤となる事柄が学生たちからも支持されていることがわ
かる。
図表19-a：大学時代に必要な学習や体験（表記18項目と「その他」の計19項目から順位を
つけ３つ選択）　　第１位に指摘された項目
（回答者数：男＝47人、女＝56人）　　　　　　（％）
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図表19-b：大学時代に必要な学習や体験（表記18項目と「その他」の計19項目から順位
をつけ３つ選択）　　第２位に指摘された項目
（回答者数：男＝47人、女＝56人）　　　　　　（％）
図表19-c：大学時代に必要な学習や体験（表記18項目と「その他」の計19項目から順位を
つけ３つ選択）　　第３位に指摘された項目
（回答者数：男＝47人、女＝56人）　　　　　　（％）
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７．「学校インターンシップ」構想について
　
　近年の教員養成改革の一つとして、中央教育審議会が打ち出した「学校インターンシッ
プ」構想があることは、本報告の冒頭でも述べておいた。これについては、学生たちも関
心を持っていたようであるが、マスコミ等からの情報以上の認識はまだなかったようであ
る。そのような現状を前提としたうえで、賛否を理由も併せてたずねた結果を表わしたも
のが図表20である。
　表記５つの項目に「わからない」を加えた計６項目を選択肢として設定し、答えてもらっ
たが、「必修単位化するのがよい」と「参加希望は自由選択にして単位化がよい」とする
賛成意見が54％に対して、「参加は自由選択にし単位化も必要なし」と「そのような制度
自体特に必要なし」、それに「そのような制度はむしろ専門学問分野の研究・学習を進め
る上で妨げになる」を合わせた反対意見が28％であった。「わからない」は17％であった。
男女別や所属学部別での差はあまり認められなかった。
　では次に、自由記述で回答してもらった理由の中から代表的・特徴的なものを紹介して
いきたい。意見文末のカッコ内は所属学部を意味する。
【「必修単位化するのがよいと思う」「参加希望は自由選択にして単位化がよい」】
・三週間集中的に行うことも必要であるが、1, ２年時など早い段階で学校現場に関わる機
会があることで自分の適性なども判断でき、自らの進路選択に役立つと思う。（法）
・現行制度では短く、ある学校の一側面しか見られないので、より多様な学校において実
施できれば視野が広がるでしょう。（法）
・教育実習に４年生になっていきなり行かされるよりは段階的に学校に関わる機会を設定
したほうが良いと思う。（文）
・社会人になる直前の年に３週間教育実習に行くだけでなく、毎年現場に行くことで、学
校の教育現場を知ったり、自分の現状を見つめなおす機会にもなったりすると思うため。
単位化することで、軽い気持ちで臨む人は少なくなるのではと思うため。（文）
・そうすることで本気で教員になりたい人が教職をとるようになると思うから。（理）
・いまの制度では３週間の教育実習のみしか実際の現場を体験することができないから。
断続的に導入した方が効果的だと感じるから。（理）
図表20：「学校インターンシップ」案についての意見
（回答者数＝103人）　　　
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・より早い時期から現場に立つことで大学での学習のモチベーションが上がると思うか
ら。（理）
・〔回答は「参加希望自由で単位化がよい」を選択した上で〕教員に必要な力は学校現場
で学ぶことのできる実践力が最も大切だが、それ以外にも大切な力は多くあり、それは必
ずしも学校現場でなくてはいけないというものでもないから。（文）
【「参加希望の自由選択・単位化必要なし」】
・企業のインターンに行ったからといってその企業に就職できる保証はないのと同じよう
に、その活動に行ったからといって単位をもらえる必要はないと思う。その活動自体は一
つの自分の経験としてみるべきであって、単位がほしくその活動に参加する人が出てきて
しまうと活動の意義がわからなくなってしまう可能性があると思う。（理）
・現在、就活によって大学生としての本分、勉学がおろそかになってしまっているという
問題が指摘され、それに対しての明確な改善策が見られない以上、教職という新たな分野
で学生の負担となりうる制度を取り入れるには反対である。ただし、経験を得るためとい
う考えには賛成であるため、必須ではなく希望制にするのは賛成である。（文）
・現実問題として、教職を希望する学生全員にそのようなカリキュラムを設定した場合、
学校側（ひいては生徒・学生双方）の負担が大きく、生徒の学習と学校生活、及び学生の
生活習慣と専門分野の研究にも影響が出かねないため、希望する学生に限った活動の一つ
にとどめるべきではないかと思う。（文）
【「制度自体必要ない」「制度自体専門分野の学習の妨げになる」】
・現場での体験はあくまで体験に過ぎず、１回あれば十分であるから。（法）
・教職に対する認識が甘いままそのような活動をしても、その活動先の学校に迷惑になる
と思う。大学１～３年でしっかり学んでから４年目に教育実習に行くのが妥当だと思う。
（文）
・断続的に教師という職業を経験するよりも、今のようにまとめて教師という職業を体験
できる方が勉強になると思う。断続的に増やすならば教育実習の期間を延ばした方がよい
と思う。（文）
・教員免許を持たない学生に慣れのようなものが発生してしまい、自分の中に独自のルー
ルのようなもの等を作って、それが今後の教職関連の活動に支障をきたす恐れがあるから。
（文）
・教職科目は大学を卒業するための単位ではないので本来大学で学ばなければならない科
目の負担になっている。そのうえ「学校インターンシップ」と称するわからないものを導
入されたら、ますます混乱してしまうだろう。（文）
・理科系の人間等の忙しい人間に配慮すべき。ますます理科教員がいなくなるであろう。（理）
　今回の調査対象者は一般学部・学科に所属し中学校・高等学校教員免許状取得のための
教職課程を履修する学生たちであるが、単に負担増に対する反発からの意見ではなく、冷
静に受け止め判断していることがわかる。「適性を見極めること」「より高度な実践的な力
がつく」「断続的に導入した方が効果的」といった理由から賛成意見がある一方、逆に「しっ
かり学んでから４年目に行くのが妥当」「まとめて職業体験した方が勉強になる」「慣れの
ようなものが発生してしまう」といった慎重・反対意見もあった。また、就活の負担に加
えて、さらに「学校インターンシップ」の負担が加わり、専門分野の勉学という大学本来
の時間を圧迫され奪われてしまうことへの心配の声も少なくなかった。
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まとめにかえて
　中学校・高等学校教員免許状のための教職課程履修学生を対象とした調査は前回2015年
度調査に引き続いてであるが、今回の調査は、調査対象を教育実習終了後の学生たちに絞
り、質問も教育実習に関連した事柄に絞って集中的にたずねた。教職課程における学習の
中でも、とりわけ教育実習の体験は、学生たちにとって教師として生徒たちの中に飛び込
みコミュニケーションを図り、かつ授業を自分一人で準備し実施するという初めての体験
学習である。それだけに彼らの不安・心配も大きく、実習後の教職意識と教職志望に大き
な変化をもたらすものである。
　教育実習の総括的感想において、全体として「苦しかった」と回答した者が44％いたに
もかかわらず、それでも「楽しかった」と回答した者が93％にも達しているという数値だ
けを見ても、履修学生たちにとって得難い貴重な経験であったのではないかと思われる。
実習前も実習中も不安・心配ごとの中心はやはり自分一人で行う学習指導・授業づくりや
生徒との交流・コミュニケーションづくりであることも回答結果からうかがわれたが、こ
の点でのさらなる養成教育上の配慮と自信の育成が必要であろう。
　教育実習は、単なる見習い的修行ではなく、大学における養成教育の一環として行う、
実際の実践現場の実態を理解する、自己の教育研究課題を発見する、あるいは自己の教職
への適性を認識するなどの目的を持った体験的学習である。そのような意味からして、実
習を経験してみて良かったことことに「学校教員の仕事の実態を知ることができた」を挙
げた者が多いこと、教職に対する気持ちや意欲もともに向上したと感じている者が８割に
達していること、さらには教育実習の達成目標として掲げられている多くの項目に対する
自己評価が全体として良好な結果であったことなど、成果は大きかったといえよう。
　しかし、今後考慮しなければならない点も見い出された。その一つが、短い期間ではあ
るが学校教員の長時間過密労働の実態を実際に垣間見ることによって、例えば、一方で「研
究的に仕事を進めていくことができる」と肯定的な教職イメージが強まりながらも、他方
で「勤務条件が恵まれている」との肯定的な教職イメージは弱まっている点である。優秀
で意欲ある学生の教職離れを生み出すことを危惧する。もう一つは、近年の養成教育が実
務的技術的能力の育成に傾斜し、かつ早い段階から制度化された教職の道へと追い立てる
傾向であり、それは教育実習を終えた学生たち自身が「教科内容の専門的知識」「大学以
外での幅広い人生体験」「幅広い一般教養」こそ「大学時代に必要な学習や体験」である
と答えていることに反しているのではないかという点である。
　事前事後指導の在り方を含む教育実習という個別の取り組みの改善とともに、教職をめ
ぐる労働環境の改善や大学における養成教育全体の在り方の再考など、大きな課題までも
うかがわれる調査結果であった。
【注記】
（１） 山﨑準二「教職課程履修学部生に関する2015年調査」『学習院大学教職課程年報』第
２号、2016年５月、所収。
